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は し が き 

 

 大学基準協会は、平成８年度から大学評価を導入したが、それ以来平成 15 年度までに、

加盟判定審査を申請して本協会の正会員校となった大学が 117 校、相互評価の結果、認

定を受けた正会員大学が 133 校に及んでいる。 

これらの大学評価は平成６年改定の「大学基準」に照らして実施してきたものである

が、その後、わが国の大学を取り巻く状況には著しい変化があり、本協会の大学評価や

大学基準も時代に即応したものに改善する必要が生じてきた。 

本協会はこうした動きを踏まえ、「大学評価の新たな地平を切り拓く（提言）」（平成

12 年５月）や「基準委員会報告」（平成 13 年４月）等で、大学基準を頂点とする基準体

系化の必要性を謳った。 

今回の改定はそれらを背景に、大学基準が、学士課程基準、修士・博士課程基準等と

あわせて本協会の大学評価のための基準であることを一層強調し、それをよりわかりや

すいかたちに示したものである。 

 具体的には、従前の大学基準が４つの大項目を立てていたのに対し、新しい基準は、

現在、本協会の大学評価で使用している「主要点検・評価項目」との整合を図ることに

留意した。結果として、「１理念・目的」「２教育研究組織」「３教育内容・方法」「４学

生の受け入れ」「５学生生活」「６研究環境」「７社会貢献」「８教員組織」「９事務組織」

「10 施設･設備」「11 図書・電子媒体等」「12 管理運営」「13 財務」「14 点検・評価」「15

情報公開・説明責任」の 15 項目を立てるとともに、それぞれに解説を付すことになった。

なお、これら 15 項目のうち「15 情報公開・説明責任」は、現在（平成 16 年４月時点）

の｢主要点検・評価項目｣には含まれていないが、近年アカウンタビリティの必要性が高

まってきていることに対応させ、新たに設定したものである。 

 そして、その下位基準としての学士課程基準、並びに修士・博士課程基準等について

も、大学基準にあわせるかたちで条項を編成し、体系性の担保に努めた。今回は、この

「大学基準」と「学士課程基準」、「修士・博士課程基準」を束ね、一つの冊子にまとめ

た。今後、大学基準の下には、前記２基準のほかに、「大学通信教育基準」、「専門職学位

課程基準」等も設置する予定である。 

 なお、こうした取り組みを進めるなかで、平成 16 年度、本協会は国の「認証評価機関」

に名乗りをあげることとなり、基準の体系化は認証評価のための体制整備という側面を

あわせもつものとなった。 

大学基準協会としては、これらの基準により、大学評価をさらに十全なものとすべく

心するとともに、協会会員校やわが国の大学が一層改善・向上することを期待したい。 
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「大学基準」およびその解説 

 

 

 昭和 22. 7. 8 決定 昭和 28. 6. 9 改定 

 昭和 22.12.15 改定 昭和 46. 5.18 改定 

 昭和 23. 5.25 改定 昭和 49. 5.14 改定 

 昭和 24. 5.24 改定 昭和 54. 2.20 改定 

 昭和 25. 6.13 改定 平成  6. 5.17 改定 

 昭和 26. 6.21 改定 平成 16.  3. 5 改定 

 

 

 

 

  大  学  基  準 

 

趣 旨  

 

１  大学は、学問の自由を尊重し、高度の教育および学術研究の中心機関として、有為な人

材の育成、新たな知識と技術の創造と活用、学術文化の継承と発展等を通して、学問の

進歩と社会の発展に貢献するという使命を担っている。大学は、この使命を自覚し、大

学として適切な水準を維持すると同時に、その掲げる理念・目的の達成に向けて組織・

活動を不断に検証し、その充実向上に努めていくことが必要である。 

 

 

２  この大学基準は、大学基準協会が行う大学評価の基準となるものであり、同時に大学が

適切な水準を維持し、その向上を図るための指針を定めるものである。 
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基 準  

 

［理念・目的］ 

１ 大学は、それぞれの理念に基づき適切な目的を設定しなければならない。 

 

［教育研究組織］  

２ 大学は、それぞれの理念・目的を踏まえて、適切な教育研究上の組織を整備しなければ

ならない。 

 

［教育内容・方法］ 

３ 大学は、十分な教育上の成果をあげるための教育内容と方法を整えなければならない。 

 

［学生の受け入れ］ 

４ 大学は、理念・目的に応じた、適切な学生の受け入れ方針を定め、公正な受け入れを行

わなければならない。 

 

［学生生活］  

５ 大学は、学生が学修に専念できるよう、学生生活と学修環境に配慮しなければならない。   

 

［研究環境］ 

６ 大学は、教員が十分な研究活動を行えるよう、研究環境に配慮しなければならない。 

 

［社会貢献］ 

７ 大学は、広く社会に貢献するために、社会との連携と交流に配慮しなければならない。 

 

［教員組織］  

８ 大学は、教育研究を行うために、適切な教員組織を整備しなければならない。 

 

［事務組織］  

９ 大学は、教育研究を支援するために、適切な事務組織を整えなければならない。 

 

［施設･設備］ 

10 大学は、十分な施設・設備を整備し、これを適切に管理・運用しなければならない。 

 

［図書・電子媒体等］  

11 大学は、図書・電子媒体等の資料を体系的・計画的に整備し、利用者の有効な活用に供

しなければならない。 
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［管理運営］ 

12 大学は、その機能を円滑かつ十分に発揮するために、明文化された規定により適切な管

理運営を行わなければならない。 

 

［ 財 務 ］  

13 大学は、十分な財政的基盤を確立するとともに、財務運営を適切に行わなければならな

い。 

 

［点検・評価］ 

14 大学は、教育研究水準を維持・向上させるために、組織・活動について不断に点検・評

価しなければならない。 

 

［情報公開・説明責任］ 

15 大学は、大学の組織・運営と諸活動の状況、およびそれらの点検・評価結

果について情報公開し、社会に対する説明責任を果たさなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 大 学 基 準 の 解 説 

 

趣 旨  

 ここでは、大学のあり方について明らかにするとともに、大学基準の意義について述べて

いる。   

 

１ 大学のあり方について  

 

 大学は、高度の教育および学術研究の中心機関として、真理の探究と人材育成に努め、不

断に大学と社会の活動全般を検証し、大学としてふさわしい教育研究水準の充実向上と、人

類社会の福祉の向上に資する責務を負っている。 

 今日における学術研究の高度化、社会・経済構造の変動、国際化の進展といった諸要因は、

大学の高度化・多様化・個性化の促進を要請している。一方で、大学は高度な専門性を有す

る知識者集団として、社会の動向を建設的な見地から批判的に検証し、より良い社会の実現

のための提言や知識の提供を行うことが、社会から求められている。大学は、これらの社会
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的要請にどのように対応しているか、絶えず自らに問い続け、改善向上に努めなければなら

ない。 

 

２ 大学基準の意義について 

 

 この大学基準は、本協会で別に定める下位基準の「学士課程基準」や「修士・博士課程基

準」等とともに、本協会の行う大学評価、すなわち、本協会の正会員校となることを新たに

申し出た大学の「加盟判定審査」およびすでに正会員校になっている大学に対する定期的な

「相互評価」を行う際の評価の基準として設定したものである。また、この基準は、各大学

の理念・目的の達成に向けた改善・向上のための指針として機能することが期待されている。 

 大学基準は、この基準に基づいて行う大学評価を通して、新たに正会員校となろうとする

大学の改善・向上の努力を促すとともに、すでに正会員校となっている大学についても現に

大学が行っている努力の状況を自ら検証するための基準として活用されることを期待し、そ

の充実向上と発展を促すことを目的としている。 

 大学基準の各項目は、それぞれの大学の特徴や立場を尊重しその改善・向上を促すという

観点に立って、各大学の理念・目的を踏まえて、大学のあるべき姿を追求するための留意点

を明らかにすることに主眼をおいている。 

 なおこの大学基準は、「加盟判定審査」や「相互評価」に直接関わらない大学についても、

その大学が理念・目的の達成に向けた改善・向上を行うために活用されることを期待してい

る。 

 

 

 

 

 

基 準  

ここでは、各大学の理念・目的を尊重しつつも、高等教育機関としての大学が守るべき基

準について述べている。 

 

１ 理念・目的について 

 

 大学は、自ら掲げる理念・目的を具現化するために、教育研究活動に必要な組織・制度と

その諸条件を整備し、その機能を十分に発揮するよう努めなければならない。 

 大学の理念・目的は、それぞれの大学の活動の基礎である。従って大学は、本来あるべき

大学を念頭に置いた上で、その大学の理念・目的に基づき学部・研究科等ごとにそれぞれ個

性や特徴を具体化させ、その達成に向け総力を結集すると同時に、理念・目的に照らして充

実向上のための検証を行う必要がある。 
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２ 教育研究組織について 

 

 大学は、理念・目的を踏まえ、かつ必要十分な教育研究上の組織を設置し、これを適切に

管理・運営する必要がある。そのため、適切な学部・研究科等の教育研究組織の設置、教職

員数の確保、施設・設備の配備などに十分な措置を講じなければならない。 

 

３ 教育内容・方法について 

 

大学は、その理念・目的を達成するために、適切な教育課程を体系的に編成し、それをも

とに適切な方法で教育を行うことが肝要である。 

 (1) 教育課程 

 教育課程の編成にあたっては、いずれの専門分野にあっても、国際化や情報化の進展等に

留意しつつ、それぞれの課程の目標を達成するためにふさわしい授業科目を適切に配置する

必要がある。その際、学部・研究科等の教育目標、学問の体系性などを考慮するとともに、

各授業科目を総合的な大学教育の一環として適切に組み合わせ、体系的かつ効果的に編成す

るよう配慮する必要がある。 

(2) 教育方法 

 大学は、その教育効果を十分に発揮するために、教育方法の改善に多面的な努力を払う必

要がある。教員の教授法の改善と啓発のためにＦＤ（ファカルティ・ディベロップメント）

を実施し、教員の資質向上を図ることも重要である。 

 学生の学修意欲を促進させるために、適切な履修指導を行うとともに、適切な計画に基づ

いて教育研究指導を行い、授業形態、授業方法にも工夫を凝らすなど、学修の活性化のため

の十分な措置を講ずることが必要である。 

 履修単位の取得方法に関しては、各科目の特徴や内容、履修形態等を考慮し、期待する教

育効果を見極めながら、単位制の趣旨に沿った措置をとることが望ましい。また、教育の質

を保証するために、適正な成績評価を行う必要がある。 

 大学は、教育効果をあげるために、以上のような様々な努力を積み重ねるとともに、教育

効果の測定法の開発に努め、教員の授業内容、授業方法の改善と向上に向けた様々な措置を

講ずる必要がある。 

 (3) 学位授与 

 大学は、いずれの課程においても、適切な基準と方法によって、一定の成果を修めたと認

定された学生に対して、学修の成果にふさわしい学位を授与する必要がある。また、修業年

限内に学生が学位を取得できるよう、適切な指導体制と指導方法に配慮する必要がある。 

 

４ 学生の受け入れについて 
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大学は、その理念・目的を達成するために教育目標を定め、この目標を効果的に実現でき

るよう、受け入れ方針および学生収容定員を定める必要がある。 

大学は、入学者の選抜にあたり、その受け入れ方針を基礎としながらも、高等学校教育と

大学教育との関連性、社会人や外国人留学生の受け入れ、アドミッションズ・オフィス入試、

飛び級、編入学、転科・転部など、国際的規模での社会的要請に配慮し、適切な選抜制度を

採用し、また運用するよう努める必要がある。 

大学は、学生収容定員と在籍学生数の比率を適切に維持するよう努めなければならない。

また、教育効果を十分にあげるために、過度な学生増は避け、大学の規模に見合う学生数を

収容することも重要である。 

 

５ 学生生活について 

 

 大学は、幅広い教養と専門的知識を身につけた人材を育成するという責務を果たすことが

求められる。また、大学における学生生活を通して豊かな人間性を涵養し、学生の資質・能

力を十分に発揮させるために、適切な環境を整えるとともに、それぞれの学生の個性に応じ

た学生生活上の指導・助言を適切に行う必要がある。 

学生生活を安定させるための配慮として、大学独自の奨学基金を設置し、これを適切に運

用する他、学外の奨学金の受給に関わる相談や取り扱い業務を充実させることが重要である。 

 また、学生の学修環境を整えるための自習室（学生控室）、および健全な学生生活を送るた

めの課外活動施設、体育施設、研修施設等の整備・充実を図り、かつ適切な指導や支援をす

ることが必要である。 

さらに大学は、学生の進路、心身の健康、保健衛生等に係る相談等に適切に対応するため

に、進路（就職）相談、カウンセリング等の指導相談体制を整備する必要がある。さらに、

学生の住環境に配慮することも望まれる。また大学は、学生が快適で安全な学生生活を送れ

るように、学生の人権を保障し、ハラスメントがないよう十分に配慮する必要がある。これ

らのことは、留学生に対して、特に配慮することが重要である。 

 

６ 研究環境について 

 

 大学教員は、学術研究の進展に寄与する任務を担うため、大学は、相当の研究費を支弁し、

安全に配慮した適切な広さの研究室と研究用施設・設備、および十分な支援体制を整備しな

ければならない。また、教員の研究活動を活性化させ、その資質向上に必要な研修機会を確

保するために、教員に対する適切な時間的配慮をする必要がある。 

 

７ 社会貢献について 

 

 大学は、その知的資源をもって積極的に社会に貢献することが期待される。社会との交流
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を促進するシステムの構築に努め、情報を発信し、教育研究上の成果を社会に積極的に還元

する必要がある。 

 また大学は、教育研究の充実を図るために、学外の教育研究機関、企業・団体、および地

域との連携・交流を促進する必要がある。さらに、大学が生み出す知識・技術等を社会に有

効に還元する技術移転システムを構築することが期待される。 

 さらに大学は、国際社会への貢献として、研究成果の国際学術誌等への速やかな公開、研

究者・留学生との情報交換と交流、途上国への知識・技術の供与等に努めることが期待され

る。 

 

８ 教員組織について 

 

 大学は、学部・研究科等の教育課程、学生収容定員等に応じた教育研究上必要な規模の教

員組織を設けるとともに、組織ごとに十分な教員を配置し、教育と研究の成果を十分に収め

ることに配慮する必要がある。 

 また大学は、教員の募集、任免、昇任を適切に行うとともに、その地位の保障にも十分な

配慮をする必要がある。教員の採用に際しては、広く国内外に人材を求め人事の活性化を図

るとともに、明文化された基準と手続に従い、公正かつ適切な方法で採用を行わなければな

らない。その際、大学は高度の教育機関であるとともに、学術研究の中心機関でもある点を

考慮し、人格、教育研究指導上の能力、教育業績、研究業績、学界および社会における活動

実績等に留意して、候補者を選考する必要がある。また、男女共同参画社会の実現に向けて、

教員の適正な男女比構成にも配慮することが重要である。 

 

９ 事務組織について 

 

大学は、教育研究を円滑かつ効果的に行うために、適切な事務組織を設けなければならな

い。事務組織は、大学における教育研究の趣旨と目的に深い理解を有する職員によって構成

されるとともに、教育研究組織と適切な連携協力関係を保持しつつ、積極的に企画・立案能

力を発揮し、大学運営を総合的に行える環境を整備することが求められている。このために

は、優秀な人材の確保と合理的な事務組織の構築が不可欠であり、適切な点検・評価と改善

に向けての不断の努力が必要である。 

なお、事務職員の募集、任免、昇任に関しても、各大学の実情に即し、公正に処理するこ

とが必要である。  

 

10 施設・設備について 

 

 大学は、教育研究組織の規模に応じた、必要にして十分な広さの校地・校舎を配備すると

ともに、適切な施設・設備等を整備し、それらの有効活用を図る必要がある。また、学術研
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究の進展および社会的要請の変化に適切に対応しうるよう、これらの更新・充実、および使

用者の安全にも配慮する必要がある。 

 さらに、実験・実習、外国語教育、情報処理教育等の授業の効果を高めるために、視聴覚

機材、情報処理学習施設を含む各種施設・設備、機器等を整備するとともに、それらの教育

を支援するための人的補助体制を確立することも重要である。 

 

11 図書・電子媒体等について 

 

 大学における教育研究を推進するためには、図書、学術雑誌、電子媒体等の学術情報の整

備が極めて重要である。 

 大学は、適切な規模の図書館を配備し、質・量ともに十分な水準の学術情報資料を系統的

に集積し、その充実に配慮するとともに、その効果的な利用を促進するために必要な措置を

講じなければならない。また、図書館ネットワーク等を利用した学術情報の広域的な活用促

進のための方途を講ずることも必要である。また、社会への学術研究の情報提供のため、大

学博物館、研究成果の展示室等の学術情報発信施設を整備することが望ましい。 

 

12 管理運営について 

 

 大学は、その機能を円滑かつ十分に発揮し、理念・目的を実現するために、明文化された

規定に従った管理運営を適切、公正に行う必要がある。 

 管理運営に関する規定の整備とその運用にあたっては、理念・目的の実現、民主的かつ効

果的な意思決定、学問の自由等に十分に配慮しなければならない。 

 評議会、教授会等、管理運営に係る組織は、それぞれの役割を踏まえて適切に運用し、教

育研究の推進に寄与するよう努める必要がある。 

 学長、学部長等の任免は、各大学の理念・目的に配慮しつつ、規定に従って、公正かつ妥

当な方法で行わなければならない。 

 

13 財務について 

 

 大学は、教育研究を適切に遂行するために、明確な将来計画のもと、必要な経費を支弁す

る財源を確保し、これを公正かつ効率的に配分・運用する必要がある。また、わが国の有為

な人材の養成と学術研究の進展に寄与するにとどまらず、世界の人材養成と学術研究を先導

することができる教育研究水準を維持していくための基盤整備を図ることが求められている。

そのため、大学の安定的な財源の確保には、特段の配慮が必要である。 

大学財政は、授業料収入への過度の依存を避け、授業料以外の財源の確保を図ることが教

育研究水準の高度化にとって必要である。そのため、学外からの資金を受け入れるための組

織・体制を整備し、その受け入れに積極的に取り組むことが重要である。 
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14 点検・評価について  

 

  大学は、本来あるべき大学としてふさわしい適切な水準を維持するとともに、その大学の

理念・目的の実現を図るために、大学の教学、経営等の諸活動を不断に点検し、評価する必

要がある。 

 自己点検・評価にあたっては、大学は、点検・評価体制を整備し、点検・評価の手続と方

法を確立するとともに、適切な評価項目を設定した上で、自己点検・評価を実施する必要が

ある。 

また、点検・評価結果は、大学の絶えざる改善・向上に資する必要がある。そのため、改

善・向上に向けたシステムを整備し、運用する必要がある。 

 さらに、自己点検・評価を一層効果的なものとするために、大学は、その結果について定

期的に第三者評価を受ける必要がある。 

 

15 情報公開・説明責任について 

 

大学は、関係法規を遵守するとともに、組織・運営と諸活動の状況について積極的に情報

公開し、社会に対する説明責任を果たすことが必要である。また大学は、要請を受けて情報

公開する場合の適切な規定と組織を整える必要がある。 

大学は透明性の高い運営を行うとともに、情報公開にあたっては、大学の理念・目的、教

育研究の目標、教育研究組織、教育内容・方法、学生の受け入れ、学生生活、研究環境、社

会貢献、教員組織、事務組織、施設・設備、図書・電子媒体、管理運営、財務等の組織・運

営と諸活動等、およびそれらの点検・評価結果について、各項目ごとに適正な記述に基づく

情報公開を行うことによって、社会がその大学の状況を正しく理解し得るよう、特段の配慮

をしなければならない。 

 

 

以 上 
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学 士 課 程 基 準 

 

 

 平成 15. 4.21 決定 

 平成 16. 3. 5 改定 

 

 

 

 

１ 学士課程の使命および目的、教育目標 

 

 (1) 学士課程の使命および目的 

大学は、高度の教育機関および学術研究の中心機関として、「学問の自由」を基礎に、

有為な人材を育成し学問の進歩と社会の発展に貢献するという使命を担っている。 

学部・学科および学士課程（以下、「学部等」と表記する）は、それぞれの専攻に係る

専門の学芸を教授するとともに、幅広く深い教養および総合的な判断力を培い、豊かな

人間性を涵養することを目的としている。 

 (2) 学士課程の教育目標 

学部等は、こうした使命や目的を視座に据えて、当該大学の設立趣旨や理念・目的、

さらにはそれぞれを構成する学問分野や専攻領域の特性に基づき、教育目標を明確に定

めるとともに、その中でいかなる人材を育成しようとするのかを具体的に明示する必要

がある。 

学部等は、こうした教育目標に則って、教育研究活動を行うに必要な組織・制度とそ

の諸条件を整備するとともに、目標の達成に向けて、教育研究を行う必要がある。 

また、設定された教育目標は、大学案内や学生便覧等の公的刊行物、ホームページ等

を通じ、教職員、学生を含む学内の構成員に浸透させると同時に、受験生を含む社会一

般の人々に対しても明らかにする必要がある。 

学部等は、学術研究・文化の発展や社会的要請の変化等を視野に入れながら、自らの

教育目標の適切性を不断に検証する必要がある。 

 

２ 教育組織 

 学部等は、その教育目標を達成するために、適切な教育組織を構成する必要がある。加え

て学部等は、教育目標に則ってどのような組織形態をとるのが望ましいのかを不断に検証す

る必要がある。 



 
 

11

 

３ 教育内容・方法等 

(1) 教育課程等 

  ① 教育課程の編成 

学部等は、その教育目標を達成するために、専門性に沿って、教育課程を適切かつ

体系的に編成することが重要である。その際、学士課程の目的に留意して、それにふ

さわしい授業科目を配置し、教育を行う必要がある。加えて、国際化、情報化の進展

等に留意して、実践的な語学能力、情報活用能力等の育成を図るという観点にも十分

に配慮する必要がある。 

学部等における教育は、専門教育に関わる授業科目、教養教育に関わる授業科目、

外国語に関わる授業科目、情報教育に関わる授業科目等を、その教育目標に従い、総

合的な大学教育の一環として、量的バランスを含めて効果的に編成する必要がある。 

特に、社会の多様化・複雑化が進行する中で、現代の社会的・学問的課題に積極的

に取り組む知性を育むという視点に立脚し、学部等では、教養教育を通じて、総合的

な視野から物事を見ることのできる能力、自主的、総合的、批判的に物事を思考し、

的確に判断できる能力等を育成するとともに、豊かな人間性を涵養し高い倫理観をも

った人材を育成していくことが重要である。 

  ② 授業科目の設定と単位 

学部等の教育課程は、授業科目を必修科目、選択科目および自由科目に分け、これ

を各年次に配当して編成する。その設定にあたっては、当該学部等の教育目標や、そ

の教育課程の基礎をなす学問分野や専攻領域の体系性等を考慮するとともに、学生の

主体的学修の機会の保障にも十分に留意することが重要である。 

学生の学修の活性化を図り、その教育上の成果を責任をもって認定していくために

は、単位制のもつ本来の趣旨に十分留意する必要がある。同時に、具体的な単位計算

にあたっては、各授業科目の特徴、内容、履修形態等を考慮し、その履修のために要

する学生の学修負担等も見極める必要がある。 

  ③ 単位互換および単位認定 

学部等においては、学士課程の目的と専門性の要請をよりよく充たし、教育の多様

化・活性化を図るために、大学間の単位互換、当該大学内の他学部等における学修の

単位認定、および大学以外の教育施設等における学修の単位認定を推進し、遠隔授業

を含む多様な学修機会を提供するとともに、国内外の大学間のより一層の連携・交流

を可能とすることが望ましい。これらの方法を講じる場合には、それぞれの教育目標

との整合性、単位認定する授業科目の内容や水準等について十分な検討を加えるとと

もに、単位認定の方針並びにその要件と手続を明文化する等、教育上の適切な配慮を

行う必要がある。 

④ 導入教育 

入学者の多様化に伴って、一律の学修歴を求めることが困難になってきている状況
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に鑑み、学士課程教育への円滑な移行を図るために、必要に応じて導入教育を実施す

ることが重要である。 

また、留学生に対し、必要に応じて日本語教育を実施することも重要である。 

(2) 教育方法等 

  ① 学生に対する履修指導等 

教育効果をあげるためには、学生の学修意欲を一層促進する適切な履修指導を行う

必要がある。履修指導にあたっては、開設している授業科目の意義・内容を十分に理

解させるために、入学時のオリエンテーション、公的刊行物もしくは電子媒体等を通

じて、履修順序の明確化や履修コースモデルの提示等に努めるとともに、個々の学生

に対して履修指導を行う教職員を配置すること等にも配慮する必要がある。 

また、学生の学修の活性化を図るために、シラバスを作成し、その中で各授業科目

の学修目標、授業方法、授業計画に加え、毎回の授業に向けた準備の指示や成績評価

基準等を明確にするとともに、これに基づいて教育指導を行う必要がある。なお、シ

ラバスの内容は、毎年度刷新されるよう努める必要がある。 

② 履修科目登録の上限設定および成績評価 

学生の主体的学修を促し、単位制度の実質化を図る観点から、学生が各年次にわた

って適切に授業科目を履修するために、１年間又は１学期に履修科目登録できる単位

数の上限を定めることも重要である。なお、単位数の上限をどのように設定するか等

の取扱いについては、それぞれの教育目標を考慮して大学が自主的に判断するべきで

ある。 

あわせて、学生の卒業時における質の確保を図るため、教員は、厳格な成績評価の

実施に努める必要がある。そのためには、学部等の状況に応じた成績評価の仕組みを

整備する必要がある。 

③ 教育内容等の組織的な改善 

学部等における教育方法の充実を促進するためには、教員の教育能力の向上を不断

に図ることが重要である。このことから、教員の授業内容、授業方法の改善と向上に

向けて、学生による授業評価の導入と活用、研修会の開催等、ファカルティ・ディベ

ロップメントに関わる各種の組織的な取り組みを促進する必要がある。 

  ④ 教育上の効果 

学部等が、その教育目標の達成を目指し教育活動を展開していくにあたっては、そ

の活動を通じていかなる教育効果が発揮されているか不断に検証することが重要で

ある。そのためには、教育効果を測定する上で有効な種々の方法を開発・活用する必

要がある。 

また、学生の卒業後の進路状況等を調査・検討し、その結果を有効に活用すること

は、教育を改善させる上で重要である。 

(3) 学位授与・課程修了の認定 

 学士の学位授与は、学士課程の重要な責務の一つである。学部等は、その教育目標に
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則って、学位授与・課程修了に関わる柔軟で多様な認定システムを確立するとともに、

大学制度本来の趣旨に従いこれを適切に運用することが重要である。そのためには、学

位授与の可否に関わる基準や審査手続き等を明文化するとともに、その適切性について

不断に検証する必要がある。なお、学位授与にあたっては、適切な専攻分野の名称を付

記する必要がある。 

 また、標準修業年限未満で修了することを認めている場合においては、そうした措置

の適切性に留意する必要がある。 

 

４ 学生の受け入れ 

(1) 学生の受け入れ方法 

学部等では、その教育目標を適切に反映させた学生の受け入れ方針を定め、その方針

に基づいて適切な体制を整えた上で、適切かつ公正な受け入れを行う必要がある。 

受け入れの方法については、入学希望者が学士課程の教育を受けるに足る基礎学力を

有しているか否かの確認を適切に行うことが基本となるが、入学希望者の意欲・適性等

を多面的に評価することも重要である。社会人や留学生等様々な学生を入学させて教育

研究を活性化させる観点から、受け入れ方法の多様化を図ることも重要である。ただし

その場合でも、常に教育研究水準の向上に努める必要がある。 

また、学生の受け入れのあり方を恒常的かつ系統的に検証する体制を整備する必要が

ある。この他、公正性を確保するために、合格判定基準の公表や、合否理由の開示によ

る説明責任の遂行等にも配慮する必要がある。 

(2) 学生の受け入れ時期 

学部等は、その教育目標に応じて、学生の受け入れ時期を適切に決定する必要がある。

また、わが国の大学やこれに対応する諸外国の教育機関との間を学生が円滑に移動でき

るように配慮することが重要である。 

(3) 定員並びに在籍学生数の適正化 

学部等は、その種類・性格、教員組織、施設・設備等の諸条件を基礎に、学生収容定

員を決定するとともに、これに基づいて適正な数の学生を受け入れ、教育目標に即した

教育を実施し、教育上の効果を高める必要がある。 

また、推薦入学の募集人員については、それぞれの入学定員に占める割合を考慮し、

適正に定める必要がある。 

とりわけ、恒常的に著しい欠員や定員超過が生じている学部等においては、その原因

を把握するとともに、適正化に向けた速やかな対処が必要である。 

 

５ 学生生活 

学部等は、その教育目標を達成するために、学生が学修に専念することができるように、

学生生活に適切に配慮する必要がある。 

学生の経済状態を安定させるための配慮として、大学独自の奨学基金を設置しこれを適切
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に運用する他、学外の奨学金の受給に関わる相談や取り扱い業務を充実させることが重要で

ある。 

加えて、学部等は、日常生活、心身の健康や保健衛生に関わる相談等に適切に対処するた

めに、カウンセリング制度や卒業後の進路選択指導等の体制を整備する必要がある。また、

学部等は、学生が適切な教育を受けられるように、学生の人権に十分に配慮する必要がある。 

学生の心身の健康を保持・増進するために、福利厚生面においても体育施設や研修施設の

整備・充実を図ることが重要である。 

また、集団生活を通じその人格と能力を磨くための学生の課外活動に対し、適切な指導や

支援を行う必要がある。 

 

６ 教員の教育研究環境 

学部等においては、教員が質の高い教育研究活動を遂行できるように、人的・物的・時間

的な環境を適切に整備する必要がある。 

学部等は個人研究費や研究旅費を用意し、研究室を含む研究用施設・設備を整備するとと

もに、ティーチング・アシスタントやリサーチ・アシスタント等の教育研究補助スタッフの

充実を図ることが必要である。また、研究活動の活性化に資するために学外からの研究受託

を推進する措置をとることも有益である。加えて、教員の研究活動に必要な研修機会を確保

するとともに、授業や管理運営の負担が過重にならないような配慮も必要である。 

 

７ 社会貢献 

学部等は、その知的資源をもって積極的に社会に貢献することが期待される。社会に貢献

できる人材養成に配慮した教育課程、教育方法を確立するとともに、公開講座の開設等、社

会との交流を促進するシステムの構築に努め、情報を発信し、教育研究上の成果を社会に積

極的に還元する必要がある。 

 

８ 教員組織等 

学部等では、その教育目標に応じて最も適切な教員組織を設け、これに必要かつ十分な教

員を配置し、教育研究の成果を収めることに絶えず努力を傾注することが重要である。その

ためには、以下のような配慮を払う必要がある。 

(1) 教員組織 

学部等は、その教育目標を達成するために、教育課程の種類および規模に応じ、教育

上必要な内容と規模の教員組織を設ける必要がある。教育課程を展開していく上で主要

と見なされる科目には専任教員が適切に配置されるとともに、兼任教員については、適

当な数の専任教員を備えた上で必要に応じて置くことが望ましい。 

また、学部等は、適切な教育研究体制を維持するとともに、その一層の充実を期する

ため、専任教員の年齢構成を適正に保つことも重要である。 

教育課程の編成・展開にあたっては、学生が有機的・体系的に学修できるように、各
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授業科目の担当教員間の連絡調整を密にするための措置をあらかじめ講じておく必要

がある。 

実験・実習を伴う教育、外国語教育、情報処理関連教育等を効果的に実施するために

は、その教育を補助する要員の適切な配置等、学生の学修活動を支援するための人的体

制を確立することが必要である。 

(2) 教員の資格と責務 

大学は、高度の教育機関であるとともに、学術研究の中心機関であることから、教員

には、教育と研究という職責が課される。特に、学部等では、学生の学修を充実させ、

教育の高度化、個性化を図る必要がある。教員の資格判定にあたっては、人格、国内外

における教育業績、研究業績、関連分野における実務経験等に十分に留意する必要があ

る。 

また、学士課程を担当する教員は、所属する学部等の目的について十分な理解を有し、

これを達成させるべく努力する必要がある他、教育研究に関わる管理活動を主体的に分

担することも必要である。 

(3) 教員の任免、昇任等と身分保障 

教員の任免、昇格等に際しては、本人の教育研究上の能力の実証を基礎に、明文化さ

れた基準と手続に従い、適正な方法で行う必要がある。 

教員には、教育研究活動を全うできるようにするために、その職責にふさわしい地

位・身分が保障されると同時に、適切な待遇が与えられなければならない。これは任期

制度を導入する場合においても同様である。 

(4) 教員の教育研究活動の評価 

学部等においては、その教育課程の種類・内容等にふさわしい教育研究上の能力を有

する教員を置くとともに教員の教育研究能力の向上を図るために、様々な評価法を開発

しこれを活用の上、評価結果を公表する必要がある。評価にあたっては、各教員の教育

研究上の実績、研究成果の発表状況、学会活動、国内外の共同研究や国際プロジェクト

への参加状況、学術賞の受賞状況、学外での社会的活動の実状等、多面にわたる考慮が

期待される。 

 

９ 事務組織 

 学部等は、教育研究を円滑かつ効果的に行うために、適切な事務組織によって運営されな

ければならない。事務組織は、学部等における教育研究の趣旨と目的に深い理解を有する職

員によって構成されるとともに、教育研究組織と適切な連携協力関係を保持しつつ、積極的

に企画・立案能力を発揮し、大学運営を総合的に行うことが求められる。このためには、学

内の意思決定・伝達システムの中での役割を明確にするとともに、優秀な人材の確保と合理

的な事務組織の構築が不可欠であり、職員の研修制度の確立など適切な環境を整備する必要

がある。また、学生等の便宜を図るため、国際交流、入試、就職等の業務を専門に掌る事務

組織を設けることも重要である。 
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10 施設・設備等 

学部等は、その理念と目的に沿った教育研究を遂行するために、開設している教育課程の

種類、学生数・教員数等の組織規模等に応じて、必要かつ十分な広さの校地、校舎を整備す

るとともに、その教育課程を有効に展開し学生への教育指導上の効果が十分発揮される適切

な数・面積の講義室、演習室、実験・実習室等を設ける必要がある。また、その教育効果が

十分あげられるような機器・備品等を整備し学生の学修に供すると同時に、社会の様々な要

請の変化に適切に対応するために絶えずその更新・充実を図り、その有効活用に留意する必

要がある。 

加えて、近年における大学の教育研究環境を決定するコンピュータその他の各種情報機器

の整備には十分に配慮する必要がある。その際、単に機械・設備等の整備に限らず、機器利

用を補助するための人員を配置するとともに、学生や教職員がこれらを十分活用できるよう

な措置が必要である。 

また、施設・設備および機器・備品を維持・管理するための十分な責任体制を確立すると

ともに、併せて衛生・安全を確保するためのシステムを整備することが必要である。 

 

11 図書館等 

学生の主体的学修の促進等を図るために、学生閲覧室の座席数を学生数に応じて適切に整

備するとともに、必要かつ十分な図書等を体系的に整備しておく必要がある。また、効果的

な図書館利用を可能とするための図書館利用のガイダンス、学内外の資料の閲覧・貸出業務、

レファレンス等、図書館利用者に対する利用上の配慮を十分に行う必要がある。さらに、１

年間の開館日数や、授業の終了時間を考慮した開館時間等についても配慮が必要である。 

また、学術研究の高度化、国際化、多様化に対応して、電子図書館の開設をも考慮するこ

とが望ましい。 

 

12 管理運営 

 学部等は、その機能を円滑かつ充分に発揮し、理念・目的を実現するために、明文化され

た規定に従った管理運営を適切、公正に行う必要がある。 

 管理運営に関する規定の整備とその運用にあたっては、理念・目的の実現、民主的かつ効

果的な意思決定、学問の自由等に十分に配慮しなければならない。 

 教授会は、他学部教授会や研究科委員会、全学的審議機関との連携のもと、教育研究の推

進に寄与するよう努める必要がある。 

 学部長等の任免は、各大学の理念・目的に配慮しつつ、規定に従って、公正かつ妥当な方

法で行わなければならない。 

 

13 財務 

学部等は、教育研究を適切に遂行するために、明確な将来計画のもと、必要な経費を支弁
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する財源を確保し、これを適切に運用する必要がある。特に学部等は、科学研究費補助金等

や寄附金など、学外からの資金を受け入れるための組織・体制を整備し、その受け入れに積

極的に取り組むことが重要である。 

 

14 点検・評価等 

 (1) 自己点検・評価 

学部等は、教育研究を適切な水準に維持するとともに、その教育目標の達成に向けて

改善・向上を図り多様で個性的な教育研究活動を展開していくために、自らの活動を不

断に点検し評価する必要がある。 

自己点検・評価を行うにあたって、学部等は、その特色、組織および規模等に応じて、

固有の組織体制を整備し、評価の手続・方法を確立するとともに、適切な評価項目を設

定し、これを実施する必要がある。とりわけ、自己点検・評価の結果を将来の改善・向

上に結び付けていくためのシステムを整備する必要がある。 

また、学部等は、こうした自己点検・評価の結果を広く社会に公表する責任がある。 

(2) 第三者評価等 

自己点検・評価をより一層効果的に実施するために、学部等は、その結果について学

外者による第三者評価を定期的に受ける必要がある。あわせて、学部等は、第三者評価

の結果を、自らの改善・向上に結び付けていくためのシステムを整備する必要がある。 

 

15 情報公開・説明責任 

 学部等は、関係法規を遵守するとともに、組織・運営と諸活動の状況について積極的に情

報公開し、社会に対する説明責任を果たすことが必要である。また大学は、要請を受けて情

報公開する場合の適切な規定と組織を整える必要がある。 

 学部等は透明性の高い運営を行うとともに、適正な情報公開を行うことによって、社会が

その学部等の状況を正しく理解し得るよう、特段の配慮をしなければならない。 

 

 

以 上 
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修士・博士課程基準 

 

 

平成 15. 4.21 決定 

平成 16. 3. 5 改定 

 

 

 

 

１ 修士・博士課程の使命および目的、教育目標 

 

 (1) 修士・博士課程の使命および目的 

 大学院は、学術の理論および応用の深奥をきわめるとともに、それを教授研究し、

又は高度の専門性が求められる職業を担うための深い学識および卓越した能力を培い、

学術の創造と文化の進展に寄与することを目的としており、わが国が将来にわたって発展

を続ける上で、きわめて重要な使命を担っている。 

 大学院には常例として研究科・専攻が置かれるが、そこには、修士課程、博士課程

および専門職学位課程のすべて又はそれらのいずれかが置かれる（注１）。修士課程

は、広い視野に立って精深な学識を授け、専攻分野における研究能力又は高度の専門

性を要する職業等に必要な能力を養うことを目的とし、博士課程は、専攻分野につい

て、研究者として自立した研究活動を行うに必要な、又はその他の高度に専門的な業

務に従事するに必要な高度の研究能力、およびその基礎となる豊かな学識を養うこと

を目的としている。 

 (2) 修士・博士課程の教育目標 

大学院の研究科・専攻および課程（以下、「研究科等」と表記する）は、こうした

使命や目的を視座に据えて、当該大学・大学院の設立趣旨や理念・目的、さらにはそ

れぞれを構成する学問分野や専攻領域の特性に基づき、学術研究の高度化や国際化、

社会との連携、生涯学習への対応にも配慮しつつ、教育研究上の到達目標を明確に定

めるとともに、その中でいかなる人材を育成しようとするのかを具体的に明示する必

要がある。 

 研究科等は、こうした教育目標に則って、教育研究活動を行うに必要な組織・制度

とその諸条件を整備するとともに、目標の達成に向けて教育研究を行う必要がある。 

 また、設定された教育目標は、大学案内や学生便覧等の公的刊行物、ホームページ

等を通じ、教職員、学生を含む学内の構成員に浸透させると同時に、受験生を含む社
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会一般の人々に対しても明らかにする必要がある。 

 研究科等は、学術研究・文化の発展や社会的要請の変化等を視野に入れながら、自

らの教育目標の適切性を不断に検証することが必要である。 

 

２ 教育研究組織 

 近年急速に多様化が進む社会状況の中で、研究科等にも多様で柔軟なあり方が求められて

いる。どのような設置形態（注２）をとる場合でも、研究科等は、関連する学部や研究所等

との関係に留意し、また、その目的を遂行し達成するにふさわしい教育研究を行えるような

人的・物的環境を整える必要がある。とりわけ一定規模以上の学生を擁する専攻や独立大学

院等においては、専任の教員や専用の施設・設備を設ける必要がある。 

 加えて研究科等は、その教育目標を達成するためにはどのような組織形態をとるのが望ま

しいのかを不断に検証する必要がある。 

 

３ 教育内容・方法等 

(1) 教育課程等 

① 教育課程の編成 

 研究科等は、その教育目標を達成するために、専門性に沿って、教育課程を適切か

つ体系的に編成することが重要である。 

その際、修士課程においては「修士課程の目的」に留意し、また、博士課程におい

ては「博士課程の目的」に留意して、それにふさわしい授業科目を配置し、教育研究

指導を行う必要がある。加えて、学術研究の進歩や文化の多様化、科学技術の高度化

等の動向にも十分に配慮する必要がある。また、高度専門職業人や研究者に必要な教

養や倫理観の涵養にも十分に留意するとともに、実践力を涵養する授業科目を適切に

配置することが望ましい。 

また、その教育課程の編成にあたっては、受け入れる学生が入学前に受けた教育内

容に配慮する必要がある。とりわけ、独立大学院や連合大学院においては、学生の入

学前の教育内容や教育水準を視野に入れて、適切な編成となるように配慮する必要が

ある。 

 ② 授業科目の設定と単位 

大学院の教育は、学位論文の作成等に対する研究指導とともに、授業科目の授業に

よって行われる。授業科目の開設にあたっては、研究科等の教育目標や学問分野、専

攻領域の体系性等を考慮することが重要である。 

学生の学修の活性化を図り、その教育研究上の成果を責任をもって認定していくた

めには、単位制のもつ本来の趣旨に十分留意する必要がある。同時に、具体的な単位

計算にあたっては、各授業科目の特徴、内容、履修形態等を考慮し、その履修のため

に要する学生の学修負担等も見極める必要がある。 

③ 単位互換 
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研究科等においては、課程の目的と専門性の要請をよりよく充たし、教育研究の多

様化、活性化を図るために、大学院間の単位互換や当該大学院内の他の研究科等にお

ける学修の単位認定を推進し、遠隔授業を含む多様な学修機会を提供するとともに、

国内外の大学院間のより一層の連携・交流を可能とすることが望ましい。 

これらの方法を講じる場合には、それぞれの教育目標との整合性、単位認定する授

業科目の内容、水準等について十分な検討を加えるとともに、単位認定の方針並びに

その要件と手続を明文化する等、教育研究上の適切な配慮を行う必要がある。 

④ 導入教育 

入学者の多様化に伴って、一律の学修歴を求めることが困難になってきている状況

に鑑み、修士・博士課程の教育への円滑な移行を図るために、必要に応じて導入教育

を実施することが重要である。 

また、留学生に対し、必要に応じて日本語教育を実施することも重要である。 

 (2) 教育方法等 

 ① 学生に対する履修指導等 

 教育効果をあげるためには、学生の学修意欲を一層促進する適切な履修指導を行う

必要がある。履修指導にあたっては、開設している授業科目の意義・内容を充分に理

解させるために、入学時のオリエンテーション、個々の学生に対して履修指導を行う

教職員の配置、さらに、公的刊行物もしくは電子媒体等を通じて必要な情報を提供す

ることも重要である。その際、学位授与に関する要件や基準等もあらかじめ学生に周

知させる必要がある。 

 また、学生の学修の活性化を図るために、シラバスを作成し、その中で各授業科目

の学修目標、授業方法、授業計画に加え、毎回の授業に向けた準備の指示や成績評価

基準等を明確にするとともに、これに基づいて教育研究上の指導を行うことが重要で

ある。なお、シラバスの内容は、毎年度刷新されるよう努める必要がある。 

② 教育・研究指導の方法等 

 研究科等においては、学生に広く知識を修得させるとともに、学生が各自の専攻分

野について主体的に思考し研究を進める能力を育成することが重要である。そのため

には、研究科等の教育目標に沿った体系的カリキュラムによる授業を行うとともに、

少人数教育や双方向的授業形式を基本とし、教育・研究指導を実質化するための環境

を整えることが重要である。特に、論文指導等を伴う研究指導や実技指導を行うにあ

たっては、個別による指導が不可欠である。なお、学生の能力を多面的に発展させ、

広い視野や豊かな学識を涵養するためには、複数指導制を採用することも有効である

が、その場合は指導上の責任を明確にするとともに、指導の一貫性を損なわないよう

に配慮することが必要である。 

 さらに、教育研究の内容によっては、他の研究科において必要な研究指導を受ける

ことも有益である。その際、その措置が当該研究科等の理念・目的に適っているか、

また、その内容がその課程レベルにふさわしいものとなっているかどうかを具体的に
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判断することも必要である。 

③ 教育内容等の組織的な改善 

 研究科等における教育方法の充実を促進するためには、教員の教育研究に関わる指

導能力の向上を不断に図ることが重要である。このことから、教員の授業内容、授業

方法の改善と向上に向けて、学生による授業評価の導入と活用、研修会の開催等、フ

ァカルティ・ディベロップメントに関わる各種の組織的な取り組みを促進する必要が

ある。 

④ 教育上の効果 

 研究科等が、その教育目標の達成を目指し教育研究活動を展開していくにあたって

は、その教育研究活動を通じていかなる教育効果が発揮されているかを不断に検証す

ることが重要である。そのためには、教育効果を測定する上で有効な種々の方法を開

発・活用する必要がある。 

また、学位の授与状況や学生の課程修了後の進路状況等を調査・検討し、その結果

を有効に活用することは、教育研究を改善させる上で重要である。 

(3) 学位授与・課程修了の認定 

 修士および博士の学位授与は、大学院の重要な責務の一つである。修士・博士課程は、

それぞれの課程の目的を基礎に、研究科等の固有の理念と目的に則って学位授与に関わる

柔軟で多様なシステムを確立するとともに、大学院制度本来の趣旨に従いこれを適切に運

用することが重要である。そのためには、学位授与の可否に関わる実体的な判断基準や審

査手続き等を明文化するとともに、その適切性について不断に検証する必要がある。なお、

学位授与にあたっては、適切な専攻分野の名称を付記する必要がある。 

 また、標準修業年限未満で修了することを認めている課程においては、そうした措置の

適切性に留意する必要がある。 

 

４ 学生の受け入れ 

(1) 学生の受け入れ方法 

 研究科等では、その教育目標を適切に反映させた学生の受け入れ方針を定め、その方

針に基づいて適切な体制を整えた上で、適切かつ公正な受け入れを行う必要がある。 

 受け入れの方法については、入学希望者が修士課程又は博士課程の教育を受けるに足

る学力・技能を有しているか否かの確認を適切に行うことが基本となるが、入学希望者

の意欲・適性等を多面的に評価することも重要である。 

社会人や留学生等様々な学生を入学させることにより、また、学生の流動性を高める

ことにより、教育研究を活性化させる観点から、受け入れ方法の多様化を図ることも重

要である。そのために、入学資格を弾力化する等の取り組みは有効であるが、多様な学

生を受け入れる場合には、常に教育研究水準の向上に努める必要がある。 

また、学生の受け入れのあり方を恒常的かつ系統的に検証する体制を整備する必要が

ある。この他、公正性を確保するために、合格判定基準の公表や、合否理由の開示によ
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る責任体制の確立等にも配慮することが望まれる。 

(2) 学生の受け入れ時期 

 研究科等は、その教育目標に応じて、学生の受け入れ時期を適切に決定する必要がある。

また、わが国の大学やこれに対応する諸外国の教育機関との間を学生が円滑に移動できる

ように配慮することが重要である。 

(3) 定員並びに在籍学生数の適正化 

 研究科等は、その種類・性格、教員組織、施設・設備等の諸条件を基礎に、学生収容

定員を決定するとともに、これに基づいて適正な数の学生を受け入れ、教育目標に即し

た教育・研究指導を行い、教育研究上の効果を高める必要がある。 

 とりわけ、恒常的に著しい欠員や定員超過が生じている研究科等においては、その原

因を把握するとともに、適正化に向けた速やかな対処が必要である。 

 

５ 学生生活 

 研究科等は、その教育目標を達成するために、学生が学修に専念することができるように、

学生生活に適切に配慮する必要がある。 

 学生の経済状態を安定させるための配慮として、大学独自の奨学基金を設置しこれを適切

に運用する他、学外の奨学金の受給に関わる相談や取り扱い業務を充実させることが重要で

ある。 

 研究科等は、ティーチング・アシスタント制度やリサーチ・アシスタント制度を採用する

場合は、採用の基準、職務内容、報酬額等をあらかじめ明文化するとともに、その業務の遂

行に伴い学生に過度の負担が生じないよう、十分に配慮することが重要である。 

 加えて、研究科等は、日常生活、心身の健康や保健衛生に関わる相談等に適切に対処する

ために、カウンセリング制度や課程修了後の進路選択指導等の体制を整備する必要がある。

また、研究科等は、学生が適切な教育研究を受けられるように、学生の人権に十分に配慮す

る必要がある。 

 

６ 教員の教育研究環境 

 研究科等は、教員が質の高い教育研究活動を遂行できるように、人的・物的・時間的な環

境を適切に整備する必要がある。 

 研究科等は個人研究費や研究旅費を適切に用意し、研究室を含む研究用施設・設備を整備

するとともに、ティーチング・アシスタントやリサーチ・アシスタント等の教育研究補助ス

タッフの充実を図ることが必要である。また、研究活動の活性化に資するために学外からの

研究受託を推進する措置をとることも有益である。加えて、教員の研究活動に必要な研修機

会を確保するとともに、授業や管理運営の負担が過重にならないような配慮も必要である。 

研究科等は、特に学部教育を兼担する教員においては、負担が過重にならないように配慮

しなければならない。 
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７ 社会貢献 

研究科等は、その知的資源をもって積極的に社会に貢献することが期待される。社会との

交流を促進するシステムの構築に努め、情報を発信し、教育研究上の成果を社会に積極的に

還元する必要がある。 

また研究科等は、教育研究の充実を図るために、学外の教育研究機関、企業・団体、およ

び地域との連携・交流を促進する必要がある。さらに、研究科等が生み出す知識・技術等を

社会に有効に還元する技術移転システムを構築することが期待される。 

さらに研究科等は、国際社会への貢献として、研究成果の国際学術誌等への速やかな公開、

研究者・留学生との情報交換と交流、途上国への知識・技術の供与等に努めることが期待さ

れる。 

 

８ 教員組織等 

研究科等では、その教育目標に応じて最も適切な教員組織を設け、これに必要かつ十分な

教員を配置し、教育と研究の成果を収めることに絶えず努力することが重要である。そのた

めには、以下のような配慮を払う必要がある。 

(1) 教員組織 

研究科等は、その教育目標を達成するために、種類および規模に応じ、教育研究上必

要な内容と規模の教員組織を設けるとともに、そこに教員を適切に配置する必要がある。

研究科等は、大学院専任教員や学部兼担教員を十分に配置した上で、教育研究上の必要

に応じて兼任教員を適切に配置することが重要である。 

 また、研究科等は、適切な教育研究体制を維持するとともに、その一層の充実を期す

るために、教員の年齢構成を適正に保つことも重要である。 

(2) 教員の資格と責務 

大学は、高度の教育機関であるとともに、学術研究の中心機関であることから、教員

には、教育と研究という職責が課される。特に、研究科等の教員は、各自の専門におけ

る高度で精深な教育と研究を行うとともに、大学院全体の教育研究水準の一層の向上を

期するために、自らの教育研究能力を不断に高めていく必要がある。また、研究科等の

教員には、各課程における教育研究の特性に応じて、高度の教育研究上の指導能力や顕

著な研究業績、並びに専攻分野によっては高度の技術・技能、ないしは実務能力が要求

される。教員の資格判定にあたっては、人格、国内外における教育業績、研究業績、関

連分野における実務経験等に十分留意する必要がある。 

また、教員は、所属する研究科等の目的について十分な理解を有し、その達成のため

に努力する必要がある他、教育研究に関わる管理活動を主体的に分担することも必要で

ある。 

(3) 教員の任免、昇任等と身分保障 

教員の任免、昇任等に際しては、本人の教育研究上の能力の実証を基礎に、明文化さ

れた基準と手続に従い、公正かつ適正な方法で行う必要がある。 
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教員には、教育研究活動を全うできるようにするために、その職責にふさわしい地位・

身分が保障されると同時に、適切な待遇が与えられなければならない。これは任期制度

を導入する場合においても同様である。 

(4) 教員の教育研究活動の評価 

研究科等においては、その種類・内容等にふさわしい教育研究上の能力を有する教員

を置くとともに、教員の教育研究能力の向上を図るために、様々な評価法を開発しこれ

を活用の上、評価結果を公表する必要がある。評価にあたっては、各教員の教育・研究

指導上の実績、研究成果の発表状況、学会活動、国内外の共同研究や国際プロジェクト

への参加状況、学術賞の受賞状況、学外での社会的活動等の実状等、多面にわたる考慮

が期待される。  

 

９ 事務組織 

 研究科等は、教育研究を円滑かつ効果的に行うために、適切な事務組織によって運営され

なければならない。事務組織は、研究科等における教育研究の趣旨と目的に深い理解を有す

る職員によって構成されるとともに、教育研究組織と適切な連携協力関係を保持しつつ、積

極的に企画・立案能力を発揮し、研究科等の運営を総合的に行うことが求められる。このた

めには、優秀な人材の確保と合理的な事務組織の構築が不可欠であり、職員の研修制度の確

立など適切な環境を整備する必要がある。 

 

10 施設・設備等 

 研究科等は、その理念と目的に沿った教育研究を遂行するために、開設している教育課程

の種類、学生数・教員数等の組織規模等に応じて、必要かつ十分な施設・設備、機器・備品

等を整備するとともに、絶えずこれらの更新拡充とその有効な活用を図る必要がある。 

ただし、同一分野の学部を基礎にし、かつ入学定員が一定規模に満たない研究科等は、学

部、大学附置研究所等の施設・設備を共用することも認められる。その場合でも、研究科等

は、教育研究上、支障をきたさぬように十分に配慮することが望まれる。特に、修士・博士

課程の学生は、学士課程に学ぶ学生と比較してより高度かつ主体的な学修・研究に取り組む

ことが想定されていることに十分配慮する必要がある。 

近年社会の様々な要請に応えて、サテライト式のキャンパスを設置したり、夜間開講の教

育課程を用意する等、多様な教育形態の研究科等が設置されている。この場合には、そこで

十分な教育研究が行えるように、研究科等は、施設・設備の充実に特に配慮する必要がある。 

これらに加えて、研究科等は近年における大学の教育研究環境を決定するコンピュータそ

の他の、各種情報機器の整備にも十分に配慮する必要がある。その際、単に機械・設備等の

整備に限らず、機器利用を補助するための人員を配置するとともに、学生や教職員がこれら

を十分活用できるような措置が必要である。 

また、研究科等は施設・設備および機器・備品を維持・管理するための責任体制を確立す

るとともに、衛生・安全を確保するためのシステムを整備することも必要である。 
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11 図書館等 

 研究科等は、その教育目標に応じて、必要な図書・電子的媒体等の資料を体系的、計画的

に整備し、必要に応じてそれらの保管および利用のために固有の施設を設けることが望まし

い。夜間開講の教育課程を設けている場合は、開館時間についての配慮が必要である。また、

学術研究の高度化、国際化、多様化に対応して、データベースの構築に努めるとともに、電

子図書館の開設をも考慮することが望ましい。 

 

12 管理運営 

 研究科等は、その機能を円滑かつ充分に発揮し、理念・目的を実現するために、明文化さ

れた規定に従った管理運営を適切、公正に行う必要がある。 

 管理運営に関する規定の整備とその運用にあたっては、理念・目的の実現、民主的かつ効

果的な意思決定、学問の自由等に十分に配慮しなければならない。 

 研究科委員会は、他の学部教授会、全学的審議機関との連携のもと、教育研究の推進に寄

与するよう努める必要がある。 

 研究科長等の任免は、各大学の理念・目的に配慮しつつ、規定に従って、公正かつ妥当な

方法で行わなければならない。 

 

13 財務 

 研究科等は、教育研究を適切に遂行するために、明確な将来計画のもと、必要な経費を支

弁する財源を確保しこれを適切に運用する必要がある。また、わが国の有為な人材の養成と

学術研究の進展に寄与するにとどまらず、世界の人材養成と学術研究を先導することができ

る教育研究水準を維持していくための基盤整備を図ることが求められている。そのため、研

究科等の安定的な財源の確保には、特段の配慮が必要である。 

特に研究科等は、科学研究費補助金等の受給体制や、社会への技術移転体制など、学外か

らの資金を受け入れるための組織・体制を整備し、その受け入れに積極的に取り組むことが

重要である。 

 

14 点検・評価等 

(1) 自己点検・評価 

研究科等は、教育研究を適切な水準に維持するとともに、その教育目標の達成に向けて

改善・向上を図り多様で個性的な教育研究活動を展開していくために、自らの活動を不断

に点検し評価する必要がある。 

 自己点検・評価を行うにあたって、研究科等は、その特色、組織および規模等に応じて、

固有の組織体制を整備し、評価の手続き・方法等を確立するとともに、適切な評価項目を

設定し、これを実施する必要がある。とりわけ、自己点検・評価の結果を将来の改善・向

上に結び付けていくためのシステムを整備する必要がある。 
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 また、研究科等は、こうした自己点検・評価の結果を広く社会に公表する責任がある。 

(2) 第三者評価等 

 自己点検・評価をより一層効果的に実施するために、研究科等は、その結果について学

外者による第三者評価を定期的に受ける必要がある。あわせて、研究科等は、第三者評価

の結果を、自らの改善・向上に結び付けていくためのシステムを整備する必要がある。 

 

15 情報公開・説明責任 

研究科等は、関係法規を遵守するとともに、組織・運営と諸活動の状況について積極的に

情報公開し、社会に対する説明責任を果たす必要がある。また研究科等は、要請を受けて情

報公開する場合の適切な規定と組織を整える必要がある。 

研究科等は透明性の高い運営を行うとともに、適正な情報公開を行うことによって、社会

がその研究科等の状況を正しく理解し得るよう、特段の配慮をしなければならない。 

 

 

 

注 1 専門職学位課程に関する基準については、本基準とは別に策定する。 

注２ 現在のところ、わが国の修士・博士課程は、学士課程を有する大学に、当該学部学科

等との関連のもとに設置される場合が多いが、他にも、複数の学部の関連のもとに設

置される修士・博士課程、特定の学部と関連をもたない修士・博士課程（独立大学院）、

大学の附置研究所その他の教育研究組織との連携において教育研究を行う修士・博士

課程、大学附置以外の研究所との連携において教育研究を行う修士・博士課程（連携

大学院）、複数の大学の学部又は修士課程と関連をもつ修士・博士課程（連合大学院）

等、多様な形態が存在する。さらに、大学院には、通信教育を行う修士・博士課程（通

信制大学院）や、専ら夜間において教育を行う修士・博士課程等、特徴的な教育方法

で運営されるものがある。 

 

 

以 上 
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学 士 課 程 基 準

修 士 ・ 博 士 課 程 基 準

 


